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論文要旨

本稿では知的財産裁判, とりわけ知的財産権に関わる行政裁判における勝訴確率と審査期間の決定要因を実証的に明らかにする。欧米では民事裁判のデータを用いて、どのような企業が訴訟に関わる確率が高いのか、どのような企業が調停する確率が高いのかを分析するものが主流であるが、本稿では日本の行政裁判のデータを用いて企業の特性と訴訟の結果の関連を検証した。訴訟に関するデータは特許審決データベースからダウンロードした者を用いる。これ　は株式会社パテントビューロによって管理されている知的財産に関する裁判の審決に関するデータを公開しているウェブサイトである。そこでは個別の事案について, 判決, 審査期間, 代理人, 原告企業はもちろん, 争点となる発明・考案の種類や原告の申立ての種類, 結論の理由など事細かに記載されている。このデータベースから裁判の特性としての変数, （1）原告が勝訴したのかどうか, （2）代理人（弁護士）の数, （3）原告の申立ての種類, （4）原告が個人なのか法人なのか, （5）原告が法人の場合は日系企業なのか外資系企業なのか, の以上5つの情報を入手してデータ化する。
これによって, （1）代理人の数が増えると, 勝訴確率が上昇し, 審査期間が短くなるという傾向, （2）審査期間が短い裁判は勝訴することが多いということ, （3）原告が個人の場合は審査期間が短くなるという傾向が観察された。しかし, これらの傾向は原告の申立ての種類を調整すると頑健ではなく, ほとんど申立ての種類で勝訴確率も審査期間も説明できるという結果が得られた。具体的には, 「拒絶査定不服の審決」は勝訴確率が他のケースよりも有意に低く, 審査期間は他のケースよりも有意に長いというものである。

　　本稿における分析では, 民事裁判のケースのデータは用いられず, すべて行政裁判のケースを扱っている。民事裁判も含めて包括的な実証分析をすることがこれから求められるである。アメリカで行われている実証研究は民事訴訟のデータを用いたものがほとんどであり、どのような企業が調停を選択しやすいのかどうかなどを企業の特性や特許の特性を表す変数を用いて説明している。本稿における分析も行政訴訟のみでなく民事訴訟にまで拡張して分析できればもっと興味深い結果が得られるかもしれない。
